
第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書

住所
たる１F勝

の所在地）

氏名（法
士

一'：。

注１該当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外の事業者の方はし印の記入は不要です。

２「基噸年度」とは計画期間の前年度を、「目標年度」とは計画期間の最終年度を、「報告年度」とは計画期間のうち、今回報告の対象となる年度をいいます。

３「事業所等排出区分」とは京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、「輸送車両排出区分」とは自動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする車両
の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車両又は旅客車両の排出する温室効果ガスを、「その他排出区分」とは上記以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温室効果ガス
をいいます。

４「原単位当たりの温室効果ガス排出、等」の「用途区分」には、○○工場、事務所などの用途を記入してください。「原単位の指標」には、分子の「二酸化炭素換算」の下に分母となる指標（生産数mt、延べ床面
積、走行距離等）を記入してください。

５「その他の地球温暖化対策による温室効果ガスの削減量等」のうち「森林の保全及び整備」の「目標年度（計画）」欄には計画期間中の目標の累計を、「報告年度（実績）」欄には実績の累計を記入してください。

６「特記事項」には、平成２年度（１９９０年度）を基準とした排出、の対比や、省エネ製品開発など他者の温室効果ガス排出削減への貢献、グリーン調達の採用、特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの削減
などを記入してください。

住所（法人にあっ
ては、主たる事務

所の所在地）
京都市伏見区横大路千両松町１２６

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代
表者の氏名）

株式会社京都環境保全公社
代表取締役社長檀野恭介

事業者の主たる
業種 産業廃棄物処理

該当する事業者
要件 ｒ京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

r蟇ii;liBifi胤鵬化対策条例施行規則第'0条第２号又は第３号該当事業者(大規模運送事業者(ﾄﾗｯｸ又はﾊﾞｽ'00台以上/ﾀｸｼｰ'50台以上/鉄道車両
厄 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２０年４月～平成２３年３月

基本方針

産業廃棄物のＲＰＦ化などリサイクル事業の拡大、省エネ型設備や機器の導入、日常的な省エネ活動の強化及び教育・研修の推進などにより、１９年度を
基準に平成２２年度の温室効果ガス排出量を３％以上削減する。

推進体制
社長をトップとした環境マネジメントシステムを活用しながら、環境委員会で進行管理、省エネ部会で取組の実践を実施する。

環境マネジメントシステム名称 ＩＳＯ１４００１ ＩＳＯ１４００１ 

適用範囲 本社、伏見環境保全センター 瑞穂環境保全センター
取得年月日 平成11年７月１２日 平成18年９月４日

年度ごとの具体
的な取組及び槽
置の状況

年度

２０～ 

２０～ 

２０～ 

設備、対象、工程等

リサイクル設備

搬入廃プラ廃棄物

下水汚泥

措置内容

発泡スチロールの減容化、ＲＰＦの計画的増産に努める。

組成分析などにより、リサイクル化の拡大に努め、焼却量の減少を図る゜

炭化リサイクルの研究開発を進め、軽量±壌改良材としての製造・販売を行い、焼却量の減少を図る゜
温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）
(1９）年度
(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）

（２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

報告年度（実績）

（２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(実績）

4,577.0ｔ 4,692.0ｔ 2.5％ 5,305.0ｔ 15.9％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

22,001.0ｔ 20,961.0ｔ -4.7％ 22,373.3ｔ 1.7％ 

＊】 26,578.0ｔ ＊２ 25,653.0ｔ -3.5％ ＊４ 27,678.3ｔ 4.1％ 

･社内に省エネ部会の組織をおき、全社樅断的な取組や部門別の取組を実施したが、事業拡大及び事業の活性化などによる影響もあり、２１年度は経
済不況の影響により一時的に目標を大きく達成したものの、最終的には基準年度比較で－３．５％目標に対し、４．１％の増加となり、排出量は基地年度
を上回る結果となった。今後削減を実施するためにはハード部分の対策が不可欠であると考えられる。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

収集運搬
二酸化炭素換算

走行距離

中間処理
二酸化炭素換算

産業廃棄物処理量

埋立処理
二酸化炭素換算

埋立処理量

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実績）

0.753kg-co2/k、 0.719kg-co2/k、 -4.5％ 0.868kg-co2/k、 15.3％ 

0.590t-co2/ｔ 0.568t-co2/ｔ -3.7％ ０．６６７t-co2/ｔ 13.1％ 

0.016t-co2/ｔ 0.016t-co2/ｔ 0.0％ ０.O24t-co2/ｔ 50.0％ 

･収集運搬車両の原単位の上昇は、大型車両の稼働率が高かったためである。
・中間処理及び埋立処理については、どちらも稼動時間が大幅に増加したために目標を超過した。

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを禾１１用した電力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）

取組趣等 (二酸化炭素換算）

(整備面積） hａ (吸収、） ｔ 

(利用壁） Iｎ３ (削減鯉） ｔ 

(充電麺） kwｈ (削減趾） ｔ 

(熱供給趣） GＪ (削減趣） ｔ 

(職入趣） kwｈ (削減nt） ｔ 

(鰄入量） ｔ (削減、） ｔ 

＊３ ｔ 

報告年度（実績）
取組量等 (二酸化炭素換算）

(整臓面積） hａ (吸収趣） ｔ 

(利用趣） Iｎ３ (削減麺） ｔ 

(充電麺） kwｈ (削減型） ｔ 

(熱供給麺） GＪ (削減量） ｔ 

(職入量） kwｈ (削減趣） ｔ 

(職入過） ｔ (削減量） ｔ 

＊５ ｔ 

差引排出量

(排出合3十一削減等合計）

基準年度（実績）

＊1 26,578.0ｔ 

目標年度（計画）

(蝮2)‐(率3）25,653.0ｔ

増減率（計画）

-3.5％ 

報告年度（実績）

(*l)－(*5） 27,678.3ｔ 

増減率（実績）

4.1％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

・当社製造の下水汚泥炭化物を使用して公共施設屋上等で緑化を推進・経済産業省、国土交通省共催の「ＥＶ・ＰＨＶが走るまち」シンポジウムに当社のエコドライプ
普及活動をまとめたパネルを出展。・当社版カーボンフットプリントの情報を提供することにより、既存顧客へＣＯ２削減の提案を実施。・エコマガジン（環境関連技
術情報紙）を作成、配布し外部に発信。

特記事項
・排出事業者、行政、学校、地元自治会、各種団体の施設見学を積極的に受入れ、当社の環境管理活動への理解を深めてもらっている。・当
社周辺の清掃を週一回実施している。

･地元老人会を対象に園芸教室を開催し、プランターに炭化物の入った士を入れ、花卉類の植え付けを実施している。
･省エネマガジン（社内啓発紙）を社内に周知し、社員の意識向上の取組実施している。


